
〔所管省庁名：　国土交通省〕

１．名称 自動車道の検査

２．根拠法令 道路運送法第５７条第１項、第５８条第１項、第５９条第１項、第６０条第１項、第７
５条第１項、第７５条第３項

３．実施主体 国

４．従事者数 ２人（他の業務との兼任）

５．予算額 なし

６．事業の内容

１．工事完成検査
　自動車道（専ら自動車の交通の用に供することを目的として設けられた道で、
道路法による道路以外のもの）の構造及び設備の安全性を確保するため、自動
車道の工事完成時に、当該自動車道の構造及び設備が認可された工事方法に
合致し、事業計画及び技術基準に適合しているか検査するものである。
２．構造設備検査
　自動車道の工事を必要としないときに、当該自動車道の構造及び設備が事業
計画及び技術基準に適合しているか検査するものである。
３．事業再開検査
　休止中の自動車道を再開しようとするときに、自動車道の構造及び設備が事業
計画及び技術基準に適合しているか検査するものである。

７．民間移管の
　　具体的内容

８．更なる民間開放
　　についての見解

　自動車道事業とは、専ら自動車の交通の用に供することを目的に民間事業とし
て経営される道であり、現在、全国で３１事業者、４０路線の自動車道がある。
　不特定多数が利用する自動車道においては、一般ドライバーが通常の道路と
同様に安全に利用できる構造及び設備であることが必要であり、ひとたび事故が
発生した場合には多大な被害が生じるおそれがあるとともに、社会的影響も大き
いことから、その供用に当たっては、構造及び設備の安全性を確保するため、国
において検査を行っているところであるが、当該検査業務については、以下の理
由により、国が主体となって実施することが効率的かつ合理的である。

・自動車道の検査に際しては、自動車道の構造及び設備が、あらかじめ認可を
受けた工事方法に合致しているか、また、事業計画や当該事業計画に適用され
る技術基準に適合しているかチェックしており、また、大規模な投資を伴うという
自動車道事業の性格上、路線数が少ないため自動車道の検査業務量も限られ
ることから、これらの検査業務については、自動車道に係る一連の行政手続の過
程で国が得た事業計画や工事方法に関する情報を基に、国において一体的に
行う方が効率的であると考えられる。

・仮に検査を民間開放した場合には、検査の実施に直接要するコストに加え、検
査主体の検査水準の維持・確認に必要なコストが生じるが、自動車道の検査業
務量が非常に少ないことから、国が直接検査を実施するコストに比し、かえって
検査業務に要するトータルの行政コストが増大するのではないかと考えられる。
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（１）　工事完成検査　　［道路運送法　第５７条］

工事完成検査申請 検 査 自動車道の構造及び設備の安全性を確保する 合 格 供用開始

・自動車道の構造及び設備が、あらかじめ認可を受けた工事方法に
合致しているか。
・工事を要しなかった部分につき事業計画及び国土交通省の定める技術
上の基準（※）に適合しているか。

※一般自動車道構造設備規則（省令）

（２）　構造設備検査　　［道路運送法　第５８条］

構造設備検査申請 検 査 自動車道の構造及び設備の安全性を確保する 合 格 供用開始

・自動車道の工事を必要としないとき、当該自動車道の構造及び設備が
事業計画及び国土交通省令の定める技術上の基準に適合しているか。

（３）　事業再開検査　　［道路運送法　第６０条］

事業再開検査申請 検 査 自動車道の構造及び設備の安全性を確保する 合 格 供用開始

・休止中の自動車道を再開しようとするとき、当該自動車道の構造及び設備が
事業計画及び国土交通省の定める技術上の基準に適合しているか。

自動車道検査事務の流れ

自動車道の幅員、勾配、曲線、見通し距離、通信設備、設計速度その他の
構造及び設備について、技術上の基準を定めている。



自動車道検査　実施実績

（単位：件）

平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

検査実施件数 完成検査 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0

再開検査 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0


